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＜質 問＞ 

区議会公明党を代表し、通告順に代表質問を行います。 

 質問に入ります前に、昨年３月 11日の東日本大震災から間もなく１年が経ち

ます。犠牲となった方々、ご家族の皆様、そして被災されたすべての皆様に、

改めまして心よりお悔やみとお見舞いを申し上げます。 

 そして１日も早い復興と今回の教訓を踏まえた本区の防災対策の強化に力を

尽くすことをお誓いして質問に入ります。 

 初めに、今後の区政運営についてお伺いします。 

 未曾有の大震災発生や円高などにより景気の低迷が長期化する中、本区の 24

年度一般会計当初予算は、対前年 3.8％減で２年連続のマイナスとなりました。

そんな中、基金活用による区民サービスの維持や防災対策の強化を最重点施策

と位置づけ取り組む姿勢は評価いたします。 

 一方で、出口が見えない長引く不況により区民税や特別区交付金の減収が今

後も予測される中、ここ数年は毎年 100 億円前後の基金を取り崩し活用を図っ

てきましたが、老朽化した施設整備等への対応等を考えると、近い将来、行き

詰まりが来るのではとの危惧を抱きます。 

 そこで、質問の１点目は、徹底した行財政改革の推進についてです。 

 濱野区長も施政方針の中で、「区政を取り巻く環境は一層厳しさを増しており、

行財政改革をより強力に進めていくことが不可欠」との姿勢を示され、「24年度

は新たな視点で施策や事業を見直し、無駄や重複をなくしてまいります」と述

べられました。そこで、新たな視点とはどのような視点なのか、また無駄や重

複とは例えば何があるのか、具体例と対応についてお示しください。 

 さて、埼玉県では、昨年の節電を踏まえ、338 の公共施設で契約電力量の引き

下げを行い、年間１億 6,500 万円の削減を実施したとのことでした。本区でも

既に本庁舎や第二庁舎等で引き下げを実施したとのことですが、取り組み状況

について、削減された金額とあわせてお知らせください。 

 また、他の区有施設でも、節電対策のデータをもとに、熱中症や災害対応に

配慮しながら、契約電力量引き下げによる経費削減を検討してはと思います。

さらに、通話料金についても、契約会社変更などによる経費削減を検討しては

と思いますが、それぞれのご所見をお伺いします。 

 質問の２点目は、公共施設有効活用プランについてお伺いします。 

 人口減少や少子高齢化が加速する中、公共施設に対する住民ニーズの変化な

どを踏まえ、有効活用や最適化を図っていくことは行政の重要な役割です。本



区では、平成 21年度区有施設中長期改修計画を策定し、22年度から同計画も踏

まえ公共施設の有効活用プランの策定に取り組んでいますが、進捗状況につい

て今後のスケジュールとあわせてお知らせください。 

 また、改修計画には小中学校、区営・区民住宅や民間併設施設は含んでいま

せんが、有効活用プランにはしっかりと位置づけるべきと思いますが、ご所見

をお伺いします。 

 ところで、本区ではこれまで施設整備等に民間資金を活用し、単年度の財政

支出を抑えるＰＦＩは導入していませんが、今後の税収や基金の状況などを踏

まえ活用を検討すべきと思います。 

 また、昨年 11月施行の改正ＰＦＩ法では、新たな手法としてコンセッション

方式の導入が可能となりました。この手法は、民間が施設整備の資金調達を図

る点は同じですが、自治体が所有権を持ちながら施設の運営権を民間事業者に

付与することで、事業者の自由度が増し、創意工夫による収益が図れる一方、

自治体は運営権売却により歳入増となり、問題発生時には所有権を駆使して事

業にも関与できる内容です。今後の公共施設有効活用プランの早期策定とあわ

せて、これらの整備手法等についてもさまざまな角度からの検討を要望いたし

ますが、それぞれのご所見をお伺いします。 

 次に、防災対策の強化についてお伺いします。 

 私は昨年の第１回定例会で、防災対策が直近の品川区世論調査で力を入れて

ほしい施策の１位から５位になったことで区民の防災意識の希薄化の懸念を表

明しました。奇しくも、その 15日後に発生した東日本大震災により、図らずも

区民の防災意識は高まり、国や都、また本区における対策の抜本的な見直しが

迫られる状況となりました。そこで施政方針に防災対策を最重要施策と位置づ

けた濱野区長の強いリーダーシップを期待して、以下質問いたします。 

 １点目は、木造住宅密集地域の不燃化・耐震化の促進についてです。 

 区内には、荏原地域を中心に木造住宅密集地域が多数存在し、大規模火災に

よる被害が懸念される中、本区ではこれまでさまざまな促進事業を実施し、安

全性の向上に一定の成果が出ていると認識しています。しかし、都発表の地震

に関する地域危険度測定調査では、平成 15 年と 20 年２月の直近２回を比較す

ると、総合危険度の改善はあるものの、火災危険度は豊町・二葉地域などワー

スト 10 に５地区、ワースト 20 に８地区が名を連ね、23 区で一番危険な状況が

続いており、木密地域の不燃化・耐震化は喫緊の課題となっています。 

 都は、木密地域の改善に向け、不燃化 10年プロジェクトを立ち上げ、24年度

先行実施を予定している３地区の公募を行い、23 区でいち早く本区が手を挙げ

たことは、不燃化への強い決意の表れと高く評価いたします。今後は８月予定

の都の選定に向け、区内の予定地区検討や整備プログラムの素案作成に取り組



むことになりますが、同プログラムには、コア事業として不燃化の核となり、

波及効果が見込める都市計画事業など強制力を持つ手法の活用が基本とされて

います。そこで、今後の地区選定やコア事業を含む整備プログラムの素案作成

に向けた本区の考え方や取り組みについてお伺いします。 

 また、計画はありながら進まない都市計画道路補助 29号線について、同プロ

グラムにどのように位置づけていくのかご所見をお伺いします。 

 ところで、不燃化の進まない理由の１つに、建て替えに要する費用の問題が

ありますが、同様の課題を抱える耐震化では、建て替えに加えて改修や補強に

も基準に即して助成を実施し、促進を図っています。そこで、不燃化促進も同

様の視点から、建て替えを基本としつつ、不燃化改修への助成や耐震改修への

上乗せ助成を検討するよう提案いたしますが、ご所見をお伺いします。 

 ２点目は、防災ラジオについてお伺いします。 

 災害など緊急時の正確な情報提供は行政の責務であるとの観点から、我が会

派はこれまでツイッターやエリアメール配信など、区民への情報提供について

提案し、昨年 10月以降取り組みがスタートしました。また、新年度には、区の

防災行政無線を自動受信し、屋内で情報が得られる防災ラジオのあっ旋と助成

事業が予定されています。公明党は、防災ラジオの導入について、平成 19年決

算特別委員会で取り上げ、さきの大震災以降、各定例会で要望してきた経緯か

ら大変に評価するものです。そこで、同事業の内容について、6,000 円の助成対

象となる高齢者・障がい者等の災害時要援護者の基準について具体的にお知ら

せください。 

 また、町会長・自治会長、警察・消防等、関係機関に予定しているラジオの

貸与範囲を広げて、町会・自治会の防災担当や商店街の理事長等へも検討して

はと思います。 

 さらに、今後の活用について、建物の構造上、同ラジオの受信できないマン

ション等には、個別受信機を設置し、館内放送設備による情報提供の仕組みを

検討してはと思いますが、それぞれのご所見をお伺いします。 

 ３点目は、津波対策についてお伺いします。 

 さきの大震災では、津波の怖さをまざまざと見せつけられ、本区でも対策の

必要性がクローズアップされました。公明党は、平成 17年代表質問で、前年 12

月のインド洋スマトラ島沖大地震を踏まえた被害想定や計画の見直し、津波サ

インの表示等を提案しましたが、都の調査報告書では、津波の大きな被害は発

生しないとのことで対応が進みませんでした。しかし、今回の大震災を受け、

予算特別委員会や定例会で改めて津波対策の具体的な提案を行った結果、24 年

度予算に対策が盛り込まれたことは高く評価します。 

 そこで、これらの対策について３点お伺いします。 



 初めに、海抜標示板と津波避難ビルについてです。 

プレス発表では、公共施設や電柱等、区内 500 か所に海抜標示板を設置すると

のことですが、平成 17年代表質問でも取り上げましたが、スピーディーな避難

のためには、夜間でも確認できる標示板の設置が必要です。また、今後、実態

調査等を経て、指定される津波避難ビルや避難ルートを示す表示板にも同様の

視点が必要と思いますが、いかがでしょうか。 

 次に標示板の統一についてです。 

海抜標示板が設置されても、区ごとの標示内容が違うため、高齢者・障がい者

等の混乱による逃げおくれが危惧されます。沖縄県では、那覇市や沖縄市など

での標示板設置の動きを受け、統一標示の検討を予定しています。ぜひ、本区

から都や近隣区に働きかけ、標示板の統一を図るよう提案いたします。 

 次に鍵ボックスの設置についてです。 

今後、区有施設や民間ビルが津波避難ビルに指定された際、緊急時の鍵の解除

はどうするのか。学校避難所と同様に町会、近隣住民による合い鍵対応も選択

肢の１つですが、万が一、外出等で対応できない場合の想定も必要です。 

 三重県松阪市では、震度５弱以上の揺れで自動的に開錠される鍵ボックスを

全国で初めて避難所敷地内に設置し、津波避難ビルや防災倉庫などにも設置を

予定しているそうです。この鍵ボックスは、経産省の支援事業により県内企業

と大学の産官学の連携で開発され、感知器が揺れを検知すると、中のワイヤが

引っ張られ、鍵のストッパーを外す機械式のため、電気も使わず停電時でも作

動し、外部からの衝撃には反応しない仕組みとのことでした。本区での導入と

あわせて、区内ものづくり産業との共同開発を検討してはいかがでしょうか。

それぞれの本区のご所見をお伺いします。 

 質問の４点目は、耐震改修促進計画の見直しについてです。 

 平成 19 年 12 月策定の品川区耐震改修促進計画は、27 年度までの９年間で、

木造住宅 90％などを目標に掲げ、ことし５年目を迎えました。昨年第４回定例

会で同僚議員が現在対象外の小規模マンション改修助成について質問した際、

24 年度の同計画見直しの中で検討していくとの答弁がありました。そこで、見

直しの経緯と主な内容について、スケジュールとあわせてお示しください。 

 また、耐震化率には反映しませんが、命を守る観点から助成をしている耐震

シェルターと同様に、これまで主張してきた簡易改修助成について、例えば、

重い屋根瓦を軽くするなど、シェルター以外の手法について見直しの中で検討

するよう改めて要望いたしますが、それぞれのご所見をお伺いします。 

 質問の５点目は、事業者や民間マンション等との協働についてお伺いします。 

 ことし１月 17 日、本区は 23 区で初めて民間大型マンションと災害時の避難

所協定を締結し、１階と地下１階の集会室で 100 人程度の受け入れが可能とな



り、駅に近いことで課題となっている帰宅困難者対策にも寄与し、今後の拡大

が期待されます。 

 昨年 11 月、マンション関係者から相談を受けた会派の同僚議員の紹介で、区

と連携する中、今回、協定締結に至った背景には、管理組合の理事長自らがさ

きの震災で帰宅困難者となり、地域住民の団結と地域貢献への思いを深め、強

いリーダーシップでマンション住人の同意が図られたとのことでした。しかし、

こうした事例は少なく簡単に広がらないのが実状です。 

 そこで、事業所やマンションとの新たな協働を図るため、現在２地区で実施

の三者連絡会議の成果なども踏まえ、備蓄品助成や災害対応のアドバイスなど

ハード・ソフトの両面からの支援を検討するよう提案いたします。 

 また、協定締結後には、近隣区民や帰宅困難者が避難所とわかる表示板の設

置を要望いたします。 

 さらに、新たな仕組みづくりの中で、先ほど取り上げた耐震改修促進計画見

直し時には、区と避難所協定などを結んだ法人事業所等への耐震改修助成を検

討してはと思いますが、それぞれのご所見をお伺いします。 

 質問の６点目は、新たな災害時相互援助と情報発信の協定締結についてです。 

 本区は現在被災地の宮古市や富岡町をはじめ、ふるさと交流を結ぶ早川町、

山北町、東海道 53 次の 20 市町など数多くの自治体と災害時の相互援助協定を

結んでいます。そして今回の大震災では、多くの区民の真心で支援金や物資が

宮古市、富岡町などに届けられ、先日の議員研修会では、宮古市長より心から

の御礼の言葉がありました。 

 地震多発国日本では、いざという時、こうした自治体間の支援が大きな支え

となることは、さきの震災を通じて改めて確認されました。一方、近年危惧さ

れる首都直下や東海・東南海・南海の３連動地震が発生すると、協定を結ぶ東

海道 20市町は、本区とともに被災地となることが予測され、復興途上の宮古市

や富岡町には無理な要請はできません。そこで、私は、昨年の決算特別委員会

で、遠隔地との新たな災害時相互援助協定の締結を提案しましたが、その後の

検討状況と今後の方向性についてお伺いします。 

 ところで、さきの震災では、自治体のサーバー、通信機器、回線の損壊や情

報取得のアクセス数急増によりウェブサイトが閲覧できないケースが相次ぎま

した。その中で、宮城県大崎市は、姉妹都市の北海道当別町と連携・協力し、

震災当日から当別町のウェブサイトに災害情報ページを開設し、必要な情報を

途切れなく発信できたとのことでした。そこで本区でも遠隔地や相互援助協定

締結の自治体と災害時の情報発信に関する応援協定の締結を提案いたしますが、

ご所見をお伺いします。 

 質問の７点目は地域防災計画改訂についてです。 



 本区ではさきの大震災を踏まえた地域防災計画の 24年度中の改訂に向け現在

取り組んでいます。公明党は震災後、避難所での女性特有の課題について、過

去の指摘も踏まえ、女性の視点で防災行政総点検を実施しました。そして 640

市区町村と 18都道府県での回答をもとに、昨年 11月国に提言を実施しました。

本区にも協力をいただきましたが、前回の計画策定時には、特別な視点からの

具体例は列挙していないとのことで、今後の見直し時には具体的な項目等の記

載について検討していくとの回答がありました。そこで、今回の改訂では、女

性の意見をどのように聞き計画に反映していくのか。また、学校避難所に配置

予定の女性職員が計画どおり運営を行うための課題は何か。認識と今後の対応

についてそれぞれのご所見をお伺いします。 

 私は、昨年の決算特別委員会で、障がい者団体の意見を聞き、その特性に応

じた避難体制や避難所のあり方、備蓄物資などの供給体制について対応を要望

しましたが、その後の状況について、計画への反映とあわせてお伺いします。 

 ところで、東京都では、都議会公明党の提案で、外出時など被災した際、助

けを求めてもうまくコミュニケーションがとれず、周囲も気づかずに支援が受

けられない障がい者のためにヘルプカードを作成し普及啓発を図るとしていま

す。本区でも、都と連携したヘルプカードの周知と活用を提案いたします。 

 また、今回の震災では、多くの職員が被災地に派遣され、現地で復旧作業に

携わり、24 年度には中長期の派遣も予定していますが、こうした職員の貴重な

体験を計画に反映するよう要望いたしますが、それぞれ本区のご所見をお伺い

します。 

 次に、地球温暖化とエネルギー施策についてお伺いします。 

 東日本大震災発生による福島第一原発事故に起因して、放射線被害が各地で

懸念される中、原発自体の存在意義が問われる状況となっています。そんな中、

４月には 54基すべての原発が停止予定との報道もあり、昨年同様、夏の節電が

余儀なくされるなど区民生活への影響が懸念されます。 

 一方で、脱原発依存が進む中、エネルギー供給の不安から化石燃料への依存

度を高める動きもみられ、地球温暖化対策への今後の影響が注視されています。 

 そこで、質問の１点目は、区民との協働による太陽光発電システム設置につ

いてです。 

 公明党はこれまで、太陽光発電の導入について積極的に取り上げ、平成元年

第２回定例会では、温暖化対策や災害時の電源確保等、防災の観点からも導入

を提案し、その後もたびたび推進を図ってまいりました。そして近年設置助成

件数は増加傾向となり、今年度は震災の影響などで２月８日現在 88件と昨年度

を大きく上回り、災害時の電力確保や７月から始まる固定価格買取制度などを

受け、今後の本格的な普及促進が期待されます。一方、都心部にある本区では



賃貸マンションやアパート居住者も多く、希望がかなわない方や、持ち家でも

日当たりが悪いため、設置に至らないケースもあります。 

 私は平成 20年第１回定例会で長野県飯田市の例を挙げ、区有施設への積極的

な太陽光発電パネルの設置を提案しました。同市では、ＮＰＯ設立の民間会社

に公共施設の屋根の目的外使用を認め、民間会社が市民から出資金を募り、屋

根に共同発電所としてパネルを設置。売電した分配金を市民が受け取る仕組み

により現在 38か所で設置が完了。いくつかの自治体での導入に向けた動きが出

始めています。さらに、市民からの出資と市の補助金を活用し、太陽光パネル

が初期費用ゼロで設置できるシステムをスタート。売電分を月額負担分から差

し引くことで低負担を実現。９年後の負担終了後は、出資した市民の所有とな

り、売電分がプラスとなることから、２年間で 100 件を超える申請があったと

のことでした。そこで、環境や防災面での関心の高まりを好機ととらえ、本区

でも区民協働による太陽光発電システム設置を改めて提案いたしますが、ご所

見をお伺いします。 

 質問の２点目は、特定規模電気事業者（ＰＰＳ）の活用について伺います。 

 特定規模電気事業者（ＰＰＳ）とは、電気事業制度の改革に伴い、東京電力

などの一般電気事業者以外に一定以上の電力量消費先に販売が認められた事業

者で、本区でも現在契約電力量を削減し、ＰＰＳの東京エコサービスから小中

学校７校が供給を受けています。また、同社は、今後 300 校程度まで供給を増

やす計画とのことです。 

 そこで、これまでのＰＰＳの評価と今後の対象校拡大に向けた考え方をお伺

いします。 

 ところで、東京電力は、原発事故などの影響により４月から契約電力 50キロ

ワット以上の企業等を対象に平均で 17％の値上げを実施する方針で、対象企業

や自治体等にも説明を始めているとのことでした。先日本区にも説明があり、

昨年同程度の電力使用では、年間１億円近い負担増になると聞いています。そ

こで、今後は経費削減の視点から、学校以外の区有施設でＰＰＳの導入を検討

すべきと考えます。その上で、選定にあたっては、価格と安定性を考慮しつつ、

地球温暖化対策の観点から、ＣＯ2排出係数が低く、削減効果が見込めることも

視野に入れるべきと考えますが、それぞれ本区のご所見をお伺いします。 

 次に、高齢者施策についてお伺いします。 

 １点目は、特養ホームなどの施設整備についてです。 

 本区では、平成 26 年度開設予定の杜松小学校跡に続き、区内 10 か所目とな

る平塚橋会館跡を活用した特養ホームなどの複合施設が 27年度開設に向け動き

始めました。 

 公明党はこれまで、介護の総点検運動の結果などを踏まえ、在宅介護への支



援とともに、施設の整備を訴えてまいりましたので、この間の区の取り組みは

評価いたします。しかし、高齢化の進展に伴い、施設希望者が増加する中、今

後見込まれる区の跡地には限りがあります。私どもは今後の特養等の施設整備

について、平成 21年決算総括質疑や昨年の代表質問で区外での特養ホーム整備

の可能性について質問しましたが、前向きな答弁はありませんでした。そんな

中、震災や円高等で厳しい経済状況が続き、財政が厳しく、跡地や施設はあっ

ても特養等の施設整備に踏み切れない自治体も少なからずあると聞いています

が、こうした自治体とニーズを共有し共同で特養等の整備を進めることも検討

してはと思いますが、改めてご所見をお伺いします。 

 ２点目は、高齢者の見守り充実についてお伺いします。 

 本区では、平成21年度から町会・自治会の孤立死防止の見守り活動を支援し、

地域センターを拠点としたモデル事業の実施や救急医療情報キットの配布など、

さまざまな施策を活用した高齢者の見守り事業を実施しています。私どもは昨

年６月、会派で品川第二地域センター管内でのモデル事業を視察し、取り組み

の拡大の必要性を強く感じました。そこで、これらの見守り事業のこれまでの

成果と今後の課題についてお伺いします。 

 また、24 年度からは見守り強化のために、火災警報器と緊急通報システム機

能がついた生活リズムセンサーの配備を区内全域に拡大していくとのことです

が、これまで緊急通報システムを利用している方への対応はどのようにされる

のか。積極的に切り替えを図るべきと思いますが、ご所見をお伺いします。 

 ところで、現在希望する町会が１本 250 円で購入し配布をしている独居老人

救急医療キットは、23 町会で実施され、見守り体制の整備にもつながっている

と聞いていますが、ひとり暮らし高齢者等の増加や首都直下地震の逼迫性など

を考えると早急な拡大が必要と考えます。そこで、同キットを災害時要援護者

名簿に登録している高齢者・障がい者、また緊急通報システムや生活リズムセ

ンサー設置の方に無償配布し、町会からのお知らせやキットの配布を通じて災

害時の支援や見守り体制の整備に役立ててはいかがでしょうか。ご所見をお伺

いします。 

 ３点目は、高齢者のルームシェアについてお伺いします。 

 団塊の世代が高齢期を迎え、ひとり暮らし高齢者などの急増が今後予測され

る中、高齢者が安心して暮らせる住宅の確保が課題となっています。 

 本区では、大井林町都営住宅跡に、24 時間見守り機能や介護と医療サービス

が受けられるケア付き高齢者住宅が６月開設予定となり、会派として推進して

きた経緯もあり、今後の設置拡大を期待しております。しかし一方で、所得の

関係で申し込めない高齢者も多いなど、低家賃住宅へのニーズも顕在化してい

ます。そんな中、名古屋市では、市営住宅を活用し、女性の単身高齢者が共同



で生活するルームシェア方式のモデル事業を実施しています。同事業は、市が

ＮＰＯ法人に住宅を貸し、安否確認の見守りや生活相談などの支援を同法人が

行うことで、入居した高齢者が安心して暮らすことができる取り組みです。入

居者同士のトラブルへの対応など、さまざまな課題はあるかと思いますが、今

後の高齢者の住宅施策の１つとして、本区の区営・区民住宅や民間の空き家等、

ストックの活用も視野に入れた仕組みづくりを提案いたしますが、ご所見をお

伺いします。 

 最後に、保育園の待機児童対策についてお伺いします。 

 本区では、平成 22年度から３つの緊急課題の１つに保育園の待機児童対策を

位置づけ、認可保育園や認証保育所の増設、保育ママ制度の導入など、総合的

な対策により２年間で約 1,100 名の受け入れ拡大を図ってきたことは評価いた

します。 

 公明党もこの間、認証保育所通園家庭への保育料助成や保育ママの推進、パ

ートタイムなどの短時間就労型対応保育など、待機児童解消に向けた提案を行

い、区の取り組みをバックアップしてまいりました。こうした本区の精力的な

取り組みにより、待機児童数は減少傾向にあるものの、一方で、対策の拡充に

比例して、申し込み数も増加傾向にあるため、いまだに入園できない子どもが

出ている現状に対し、さらなる対策の拡充ときめ細かな対応が必要と考えます。 

 そこで、質問の１点目は、４月入園の状況についてです。 

プレス発表によりますと、24 年度は 557 名の受け入れ枠を拡大したとのことで

すが、昨年度よりも申込者数が増加傾向と聞いていますので、直近の入園状況

について、申し込みの傾向性や申込者数とあわせて待機児童数の見通しについ

てお伺いします。 

 ２点目は、今後の対策についてお伺いします。 

これまで、年度途中の入園については、定員弾力化などで対応してきたと思い

ますが、この間の取り組みの影響もあり、弾力化では対応できない状況が懸念

されます。現状と対応策について、年度中の新設園の設置予定とあわせてご所

見をお伺いします。待機児童対策を緊急課題と位置づけ、間もなく３年が経過

しますが、この間申し込みをしても１年以上の長期間入園できずに待機児童と

なっている方は何名くらいいるのでしょうか。要因とあわせてお伺いします。 

 入園に至らなかった方の状況や傾向性を踏まえた受け皿づくりについて、昨

年の代表質問でも提案しました認可外保育園との連携の考え方とあわせてご所

見をお伺いします。 

 以上で私の代表質問を終わります。ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

 

 



＜答 弁＞ 

◯区長（濱野健君）  

 私からは、初めに行財政改革の推進についてお答えを申し上げます。 

 昨今の少子高齢化の進展や人口減少社会の到来など、社会経済情勢の急速な

変化に迅速かつ的確に対応するためには、改めて行財政改革の徹底を図ること

が不可欠でございます。そこで、新たな視点として、例えばこの２年間の事務

事業評価や区民参加による行政評価の成果をもとに、実効性の高いよりきめ細

かな事務事業評価を実施してまいります。また、東日本大震災の経験を教訓に、

自助・共助の視点を積極的に取り入れて事業の再構築を図ることなども重要と

考えております。 

 無駄や重複につきましては、類似する講座や教室の見直しをはじめ、冊子等

の印刷部数の精査や施設の維持管理経費の効率化などさまざまな角度からきめ

細かな見直しを進めてまいります。 

 次に、区有施設の契約電力の引き下げについてですが、昨年夏、電力消費の

ピークを迎えるにあたり、電力消費を抑えるため、本庁舎や第二庁舎を含め、

約 100 施設で契約電力の引き下げを行いました。本庁舎は 150 キロワット、第

二庁舎は 50キロワット引き下げることができ、その結果、庁舎合計で年額約 330

万円、区施設全体では約 2,970 万円の基本料金を削減いたしました。今後も節

電を推進し、さらなる経費節減に努めてまいります。 

 次に、電話料金につきましては、現在庁舎から電話をかける場合、市内通話

や携帯電話への発信等、すべての通話にＮＴＴの割引制度を最大限活用し、経

費削減を図っております。電話料金割引に多数の会社が参入していることは承

知しておりますが、庁舎は災害時の拠点であることなどを考慮しますと、安定

した通信機能の確保も電話会社を選択する際の重要な視点であります。したが

いまして、経費の削減と通信機能の安定性等の観点に立ち、区にとって最も適

した電話会社の選定について引き続き検討をしてまいります。 

 次に、公共施設の有効活用プランにつきましては、平成 22年度に実施をいた

しました区有施設の基礎的な調査をもとに、素案の取りまとめを進めてまいり

ました。その後、東日本大震災を受けての内容の見直しや公共施設のコスト表

示などとの整合性も含め、さらなる精査を進めているところでございます。今

後は、平塚橋会館の建て替え計画をはじめとして、直近の具体的事例なども盛

り込んだ上で、できるだけ早期に全体の内容を取りまとめてまいります。なお、

本プランにおきましては、小中学校、区営・区民住宅など区有施設全体を対象

としてまいります。 

 また、ご提案のコンセッション方式につきましては、法改正後まだ間もない

こともあり、その内容や効果などについて十分な調査研究が必要となりますの



で、ＰＦＩや定期借地権の活用などとあわせまして、今後さまざまな角度から

検討を進めてまいります。 

 その他のご質問等につきましては、各担当部長よりお答えを申し上げます。 

 

◯防災まちづくり事業部長（片田友昭君）  

 私からは、不燃化等の促進に関するご質問にお答えいたします。 

 東京都では、議員ご指摘のように、不燃化推進特定整備地区制度を策定した

ことから、広範囲な木造住宅密集地域を抱える本区としても、地区指定を受け

るべく準備を進めているところでございます。地区選定については、波及効果

が期待できるコア事業の要件に該当する地区の調査を行い、まちづくりマスタ

ープラン策定とも連携をとりながら、地域特性を踏まえた支援策を提案するこ

とで、これまでの不燃化の取り組みを加速させたいと考えております。 

 また、都市計画道路補助 29号線は、住宅密集地区を縦断する道路であり、こ

の道路を整備促進することで、戸越・豊町・二葉地区における延焼遮断帯とな

ることから、都による特定整備路線の選定を見据え、29 号線を軸とした地区計

画の策定を検討するなど、不燃化への取り組みを進める考えでございます。 

 また、不燃化改修への助成につきましては、新築や改築などで、建物を準耐

火建築物とする場合は不燃化の効果が期待できますが、耐震改修に合わせた部

分改修などは、耐震改修と違い建物全体の不燃化にはつながらないため、今後

の研究課題とさせていただきます。 

 次に、防災ラジオに関するご質問にお答えいたします。 

 緊急時に正確な情報を的確に提供することは、行政の重要な役割であり、こ

れまでも防災行政無線を中心としてさまざまな情報伝達手段を取り入れてまい

りました。中でも防災ラジオは、防災無線等を自動受信し、独立電源を有する

など、防災無線を補完する手段として有効なため、あっ旋、助成を行うことと

したものでございます。 

 助成対象の基準につきましては、ホームページなどのＩＴ機器を利用して情

報を入手することが困難な高齢者や障害者世帯等を考えており、これらの世帯

には、価格の４分の３、また一般区民には２分の１の助成を予定しているもの

でございます。 

 また、防災ラジオの貸与範囲については、事業の推移とあわせ、地元町会等

の声も聞きながら検討してまいります。また、ラジオの受信ができないマンシ

ョン等への対応につきましては、外部アンテナの接続により受信状況の改善が

図られますが、個別受信機を接続希望されるようであれば、専門業者をご案内

するなどの対応を行ってまいります。 

 次に、津波対策に関するご質問にお答えいたします。 



 まず、平成 24 年度に設置する予定の海抜標示板は、区民の方々に普段から、

地域の地盤高さを知っていただき、津波の危険を認識していただくために設置

するものでございます。また、23 区で初めて設置するため、表示内容を近隣区

と統一することはできませんが、既に設置している他の自治体の例を参考にし、

お年寄りから子どもまでわかりやすいものとしてまいります。 

 津波避難ビルや避難ルートの表示につきましては、津波ハザードマップを作

成する中で検討してまいります。 

 また、津波避難ビルを指定した際の緊急時のビル開錠に関してのご提案です

が、緊急時の進入方法などの課題につきましては、ビル所有者である企業等の

意向も確認しながら進める必要があると考えており、技術開発の必要性も含め

て今後検討を行ってまいります。 

 次に、耐震改修促進計画に関するご質問にお答えいたします。 

 促進計画の見直しについては、これまでも一昨年のアンケート調査を踏まえ、

助成額のアップや補強設計に係る経費の助成など支援制度の見直しを行ってき

たところでございます。今回の見直しは、小規模マンション等がこれまで支援

対象ではなく、またこのような建物は狭い道路に面していることが多いため、

倒壊した場合、道路閉塞を起こすことから、新たに検討を行うこととしたもの

でございます。今後のスケジュールは、現状の耐震化率を８月ごろまでに調査

し、年内の改定をめざしてまいります。 

 また、簡易改修への助成についてですが、区では、震度６強で安全とされる

Ｉｗ値 1.0 以上となるものを対象に助成を行ってきておりますが、議員ご指摘

のように、瓦屋根などを軽量化することで、建物にかかる地震力が小さくなり、

耐震化に寄与すると考えますので、引き続き研究してまいります。 

 次に、事業者や民間マンション等との協働についてですが、パークホームズ

武蔵小山との避難所協定は、居住者の皆さんの地域への強い貢献意識により締

結できたものでございます。これをよき先例として、地域住民と行政、そして

企業との協働の輪を広げられるよう区としても粘り強く啓発を行うとともに、

地域貢献など企業の協力を得る上で備蓄支援や表示板による周知も含め、必要

な検討を行ってまいります。また、法人事業所等への耐震改修支援についても、

国や都の補助なども勘案し、あわせて検討してまいります。 

 次に、遠隔地との災害時援助協定に関するご質問にお答えいたします。 

 相互に助け合う共助の体制づくりは、自治体間でも重要であると考えます。

協定に当たりましては、地理的関係はもとより、自治体の体力なども十分考慮

する必要があり、引き続き検討してまいります。 

 また、災害時のさまざまな事態に備え、情報発信のためのツールを複数確保

しておくことは重要な課題ですので、ご提案の他自治体との応援協定も含め、



今後より効果的な対策について検討を進めてまいります。 

 次に、地域防災計画改訂にあたっての女性の意見反映については、今後改訂

に向けた分科会等への女性参加を含め、学校避難所会議などさまざまな機会を

とらえ、女性の意見を聞きながら進める考えでございます。なお、学校避難所

における女性職員の課題のお尋ねですが、女性職員のみならず、避難所運営に

あたる全職員がそれぞれの役割を的確に実行できるよう、必要なマニュアル整

備を行ってまいります。 

 また、障害者団体の方々とも勉強会などを通じて意見交換を行ってきており、

二次避難所の状況も踏まえ、課題を抽出・整理し、計画への反映とあわせ必要

な取り組みを行ってまいります。 

 次に、ヘルプカードについてですが、区では、平成 23年度版「障害者福祉の

しおり」の中に、障害者が身の安全を守るための情報とともに、緊急連絡先や

避難場所等を記入して障害者手帳に入れて所持できるような「携帯用地震防災

手帳」を作成いたしました。ご提案のヘルプカードについても、平成 24年度版

のしおりを整備する中で検討してまいります。 

 また、区では、被災地に派遣した職員を対象にインタビューを行ってきてお

り、職員の貴重な体験を地域防災計画に生かしてまいります。 

 

◯都市環境事業部長（岩田俊雄君）  

私からは、地球温暖化とエネルギー施策についてのご質問にお答えいたします。 

 まず、太陽光発電システムについてですが、区では平成 18年度から設置助成

を開始し、年々申請件数は増加しているところであります。さて、区民との協

働による太陽光発電システム設置のご提案ですが、区ではこれまでも区民から

の出資を募ることなく、区の責任において導入してまいりました。今後も引き

続き区有施設への太陽光発電システム設置につきましては、設置場所の大きさ、

屋上の形状やパネルの荷重など設置上の課題を考慮しながら可能な限り積極的

に導入してまいります。 

 次に特定規模電気事業者（ＰＰＳ）の活用についてですが、ＰＰＳからの電

力購入は、平成 22 年４月からスタートし、現在では７校となっておりますが、

平成 22年度時点の５校分での実績では、電気料金で約 45万円、ＣＯ2換算で約

80％の削減効果を上げております。平成 24年度には１校を追加する予定ですが、

ごみ焼却時の熱を利用した発電であるため、供給量に限界がありますので、事

業者と調整を図りながら順次拡大してまいります。 

 次に、学校以外の区有施設へのＰＰＳの導入ですが、区はこの間、複数の事

業者と協議を進めてまいりました。しかしながら、ＰＰＳによる供給量には限

界があることや東京電力の電気料金の値上げ方針などにより、ＰＰＳの需要が



高まり供給が追いつかないなど、直近での導入は非常に困難な状況にあります。

また、ＰＰＳの多くは、火力発電を主流とし、ＣＯ2排出量の割合が比較的高い

傾向にあるため、環境面での配慮も視野に入れた検討が必要となってまいりま

す。 

 こうした点を踏まえ、区では今後ＰＰＳによる電力供給の動向などを十分見

極めるとともに、経費削減と環境面の両立の可能性を含め、導入拡大に向けた

検討を進めてまいります。 

 

◯健康福祉事業部長（木下徹君）  

 私からは、高齢者施策のご質問にお答えいたします。 

 まず、特別養護老人ホームなどの施設整備についてでございますが、在宅生

活が困難になったときのセーフティネットとしての特養ホームは、この間さま

ざまな工夫の中で、昨年５月には八潮南特養を開設し、次いで平成 26年度開設

予定の杜松小学校跡と平塚橋会館跡で建設を計画しているところでございます。 

 お尋ねの区外に共同で特養を整備することにつきましては、今日では住みな

れた品川区内の特養ホームを希望される方が多くなっていること。また、区外

特養の建設となりますと、当該自治体の補助制度との関係で、品川区民の優先

入所を担保することの困難さもあり、現実には難しいと判断しております。 

 次に、品川第二、荏原第二地域センターでの支え愛・ほっとステーション事

業に対する成果および今後の課題についてですが、今後、認知症高齢者やひと

り暮らし高齢者および高齢者のみの世帯の増加も顕著であります。こうした中、

住みなれた地域でできる限り住み続けられるよう、ちょっとした困り事に地域

でお互いに支えていく仕組みの構築が支え愛・ほっとステーション事業の目的

です。品川第二地域センター内においては、本格的に開設し１年が経過します。

相談者も口コミを含め徐々に増加しており、利用者からは買い物や薬の受け取

りなど、ちょっとした困り事への対応に評価をいただいているところです。 

 次に、課題についてですが、さらに認知度を高めるとともに、新たなニーズ

に応える支え合いの仕組みの充実が２か所の地域センターでのモデル実施の中

で求められるところです。さらに、このモデル実施を評価する中で、対象地域

を拡大するには、人材の育成と財政上の効率的な事業展開が課題と認識してお

ります。 

 次に、救急医療情報キットに関するご質問ですが、現在はより効果的な見守

りの実現という観点から、町会を中心に配布しております。配布は昨年８月よ

り実施しておりますので、少し経過等を踏まえ、地域にとって効果的な取り組

みとなるよう見極めたいと考えているところです。なお、現行の緊急通報シス

テムからリズムセンサー付き緊急通報システムへの切り替えは順次実施してま



いります。 

 次に、名古屋市でのモデル事業を参考にして、区でも高齢者のルームシェア

を導入してはとのご提案でございますが、ルームシェアは、掃除や食事をとも

にするなど、家族の無償の行為を共同化することに本質がありますので、長い

間身についた生活習慣を乗り越え、新たな集団生活を送る困難さは高齢者の場

合特に顕著でありますので、導入は難しいと考えております。 

 

◯子ども未来事業部長（金子正博君）  

 私からは、保育園の待機児童対策についてお答えします。 

 平成 24 年４月の入園につきましては、現在１次審査を終了した時点でして、

昨年と比較し申込者は 233 人増えて 1,918 人、入園内定者は 171 人増えて 1,418

人でございます。申込者の傾向としましては、母親が常勤の家庭が増加し、パ

ートの家庭が減少しております。 

 区としましては、24 年４月に向けて私立認可保育園６園を開設、公立認可保

育園の定員弾力化の拡大と認証保育所の開設、家庭的保育事業の拡充で受け入

れ増を図ったところですが、待機児童につきましては、昨年に比べて大きな増

減はないものと見込んでおります。 

 次に、年度途中の受け入れにつきましては、公立保育園で入園予約の受け入

れなど、弾力化による対応を図っているところでございます。それに加えまし

て、24年度は 12月に大井町西地区に私立認可保育園を開設するほか、認証保育

所を 10月に１か所、家庭的保育事業の事業所型・在宅型をそれぞれ３か所開設

予定としております。 

 次に、１年以上待機児童となっている方のお尋ねですが、22 年度に待機児童

となった方で 23年度にも待機児童となった方はございません。 

 今後の待機児童対策につきましては、幼保一体施設の計画的整備、私立認可

保育園、認証保育所、家庭的保育事業等、多様な施策を講じてまいります。 

 なお、認可外保育施設につきましては基準を満たしており、子育て支援への

熱意がある事業者に対しましては、他事業への転換などにより支援を図ってま

いる考えでございます。 

 

＜再質問＞ 

 それぞれご答弁ありがとうございました。自席より再質問を２点ほどさせてい

ただきます。 

 防災対策の中で、不燃化改修につきまして、改修の効果はあると。耐震の上

乗せは一部なので効果はないけれども、不燃化改修は効果があるというご答弁

だったかと思いますが、これについて今後検討されるのかどうかというところ



のお答えがなかったのでそこをいただきたいのと、それから津波の海抜標示板、

また津波避難ビル、また避難ルート等に対する表示について、私は夜間の対応

をどのように考えるかということをお聞きしたんで、ここについてのお答えが

なかったので、この２点お願いしたいと思います 

 

◯防災まちづくり事業部長（片田友昭君）  

 ２点の質問にお答えいたします。 

 まず、不燃化への改修助成についてでございますけれども、先ほどのご答弁

でも、耐震改修については、部分的な補強でも一定の効果、評価ができるとい

う中でこれまでも支援を行ってきたところでございますが、ただ、不燃化の事

業の中では、新築、あるいは改築ですべてを建て直して不燃化が寄与できると

いう建物につきましては、これまでの密集事業等の中で一応支援はしてきたと

ころでございますけれども、部分的な改修につきましては、耐震化と違ってど

れだけ不燃化へ寄与するかなかなか検証できないのが実態でございますので、

今後の研究課題とさせていただきたいと、このように考えております。 

 それと津波の表示につきましては、基本的には夜間というご質問でございま

したけれども、地域の皆様に、実際に自分がお住まいになっているところ、あ

るいは公共施設、あるいは道路等がどの高さになっているのかという日ごろの

状況をお示ししているということが基本と考えてございますので、現時点で夜

間の表示のところまでは考えてございません。 

 


